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荒川下流グリーンインフラの展開について 
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関東地方整備局 荒川下流河川事務所 ミズベ・グリーンコミュニティ促進室（地域連携課） 

 （〒115-0042 東京都北区志茂5-41-1） 

 

荒川下流河川事務所では、「みんなで一緒にあらかわろう」を基本理念とし、川づくり・まち

づくり・ひとづくりの取組を推進し持続可能な開発目標（SDGs）達成への貢献、行政サービス向

上のためのＤＸ推進、「荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ」の構築による荒川下流グリー

ンインフラの展開に取り組んでいる。そこで、海外での先進事例を調査し、荒川下流河川事務所

においてＤＸ技術等を活用しグリーンインフラの取り組みを促進するための検討を行った。今

後、荒川下流河川事務所においてこれらの取り組みを展開していく中間報告である。 

 

キーワード グリーンインフラ，ＤＸ，デジタルツイン，ファンド，ＡＩ 

 

１．はじめに 

 荒川下流河川事務所管内では、これまで自然再生、かわ

まちづくり、ミズベリング、水辺サポーターなど、様々な

荒川下流グリーンインフラに関する取り組みを官民連携に

より進めてきた。グリーンインフラは自然環境が有する機

能を活用して社会における様々な課題解決につなげていく

ものであるが、これらの活動が連携を深めて持続的に荒川

を育てていくため、柔軟な社会対話に基づくパートナーシ

ップ構築により実現できるものが「荒川下流ミズベ・グリ

ーンコミュニティ」であり、その実現を目指す取り組みが

「荒川下流グリーンインフラ（ＧＩ）」である。これらの

取り組みを継続し、持続可能な開発目標（SDGs）達成に向

けて発展させていくには、さらに多様な方々の参画につな

げて行く必要がある。これまでは、行政の支援がないとパ

ートナーシップによる取り組みが継続しにくい、企業等が

実施している取り組みが企業等の収益につながらずＣＳＲ

など企業努力の範疇を出ない、水辺空間は憩いや健康増進

の場にもなるが都市空間と比べて利便性に劣る、などの課

題があった。 

 また、我が国のインフラ分野のＤＸは、ＩＣＴ技術の進

展によるデジタル化は進んでいるものの、互換性や公開性

が低く、多様なユーザに対応しきれず、世界の潮流に乗り

遅れているのが現状である。そのため、今回、海外におけ

るグリーンインフラ及びＤＸに関する先進的な事例を調

査し、荒川下流河川事務所での課題解決につながる事例

を抽出した上で、その適用方策を検討した。 

 筆者は荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ促進の

担当者である。 

２．とりまとめアプローチ 

(1)とりまとめの意識 

 荒川下流河川事務所では、まずはやってみて、フィー

ドバックをしながら問題が小さいうちに改善変更をして

いくアジャイル的な進め方をしている。今回の業務にお

いては、オンラインやメールでのやりとりの他に、月に

1回、荒川下流河川事務所内のＤＸスタジオにおいてプ

レゼンテーションし、プロセス等を含めた情報共有を図

り意見交換（雑談の出来る打合せ）を行いながらとりま

とめの方向性を決めていった。 

 

(2)とりまとめ方 

 とりまとめに当たって留意した事項を以下に示す。 

・課題の解消だけに寄与する調査では発想が貧弱になる

ため、課題に捕らわれない。 

・ＤＸの取り組みは進歩が速く、個別の事例を整理する
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だけではなく、変化のプロセスを含めて切り取る。 

・ＤＸの知識として、技術の分類などを基礎知識として

入れた上で、技術の解説と事例をとりまとめる。個別の

評価はまでは行わない。その上で、課題解決にどうつな

がっていくのかというのを示していく。 

 

３．荒川下流河川事務所管内の状況 

 

荒川下流河川事務所の現状及び、意見交換等から以下

のテーマについて，掘り下げて検討することとした。 

①荒川下流グリーンインフラに関する取り組みを持続

可能な開発目標（SDGs）達成に向けて発展させていくに

は、さらに多様な方々の参画につなげて行く必要がある。 

→オープンデータ化・荒川デジタルツインの構築を図り、

潜在的な研究者、プログラマー等の参画につなげる。 

②行政の支援がないとパートナーシップによる取り組み

が継続しにくい。 

→グリーンインフラ等への資金調達により、グリーンイ

ンフラや流域治水等の取り組みへの支援につなげる。 

③荒川下流の水辺空間は、主にスポーツや散策に利用さ

れており、憩いや健康増進の場になるが都市空間と比べ

て利便性に劣る。 

→かわまち地区等でのＡＩによるサービス（移動販売

等）により、水辺空間利用者の利便性向上を図り、グリ

ーンインフラである荒川の利用促進と地域の健康増進に

つなげる。 

 

４．海外の先進事例調査 

 

 テーマごとに仕組みや制度等について、掘り下げて海

外の先進事例調査を行うこととした。情報収集について

は、グリーンインフラ及びＤＸに関する事例をＷＥＢか

ら幅広く調査した。 

 ・オープンデータ化による課題解決 

 ・デジタルツイン構築による課題解決 

 ・グリーンインフラ等への資金調達 

 ・ＡＩ等の最新技術の活用による課題解決 

(1)海外のオープンデータ化事例 

 海外、特に欧米では、データを保有してそれを守るの

ではなく、積極的にオープンにする(公開する)ことでデ

ータ活用を促し、オープンデータを用いた新たな分析や

研究が進められており、オープンデータを活用した民間

企業の営利活動も盛んである。 

アメリカでは、行政がオープンにしている浸水想定区

域データ、過去の洪水被害データなどを用いて、個々の

不動産物件に対して洪水予測スコアを割り当て、これを

基に洪水保険料が推定できるシステムを民間企業が構築

し、保険会社向けに有料サービスとして提供1)してい

る。水害保険料の推定は洪水リスクと連動しているた

め、自ずと水害リスクが高く保険料が高い物件の購入を

控える働きになり、結果的に水害リスクエリアの減災効

果につながっている。 

このような海外のオープンデータ事例のように、荒川

下流域においても事務所が保有するデータを積極的に公

開し、研究者やプログラマー，民間企業等がそれを活用

することで、グリーンインフラの促進や流域治水など、

河川管理に資する取り組みやツール開発といった多様な

方々の参画につながっていくことが期待できる。 

(2)海外のデジタルツインの活用事例 

デジタルツインは、コンピュータ上に仮想空間を作り

仮想空間上で様々な取り組みの試行ができるツールであ

るが、ここではデジタルツインの先進事例としてシンガ

ポールの「バーチャル・シンガポール」（図-1）の例をあ

げる。 

シンガポールは、国土の面積が東京２３区とほぼ同面

積と狭く、国土全体がほぼ１つの都市で構成され、デジ

タルツイン社会をいち早く実現している。「バーチャル・

シンガポール」は、デジタルツインとして国土全体を３

Ｄモデル化したもので、日照量・時間によるソーラーパ

ネル設置効果、騒音影響の範囲、車椅子の移動阻害の状

況など様々な行政課題の分析・検討を３Ｄ仮想空間の中

で行うことができる2) 。 

荒川下流においても既に３Ｄ管内図を整備しており、

ビューワーにより一般公開しているが、今後、３Ｄモデ

ルをオープンデータとして公開することで外部の工夫、

研究、開発により環境問題等の課題の分析・検討につな

がって行くことが期待できる。 
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図-１ ３Ｄ都市モデル「バーチャル・シンガポール」 

(3)グリーンインフラ等への資金調達事例 

環境への投資に関しては、パリ協定や持続可能な開発

目標（SDGs）などを背景として環境（Environment）、社

会（Social）、ガバナンス（Governance）（以下「ESG」と

いう。）を考慮した資金の流れが、世界的にかつ急速に広

がっている3)4)。欧州投資家はＥＳＧの意識が特に高く、

資金の運用にＥＳＧを取り込まない投資家や企業は、契

約が取れない、あるいは選考で落とされるという社会意

識ができあがっていることが特に北欧・ユーロ圏での流

れとなっている。 

我が国においても、公的資金だけでなく民間資金も導

入し、環境問題と経済・社会的課題の同時解決に向けた

取り組みを広めていかなければならないという機運が広

がりつつあり、環境保全や環境対策に取り組む活動に対

して助成を行うファンド・ボンド（基金や債権）の事例

も既にできている5)6)。 

このため、荒川下流域において、地域金融機関と連携

した環境保全や流域治水に関する活動を助成するファン

ドを設立すれば、そこからの活動資金援助により活動の

継続及び水平展開につながるとともに、これまで躊躇し

ていた方々の参加も期待できグリーンインフラのさらな

る促進が期待できる。 

(4) ＡＩ等の最新技術の活用事例 

ＡＩ等の最新技術の活用について、ＡＩによる画像判

定（異常検知，災害情報検知，生物同定など）、ＡＩによ

る自動運転技術などの海外・国内事例の調査を行った。 

このうち、ＡＩによる自動運転技術は、中国ではＡＩ関

連企業団地において自動運転車による朝食販売サービス

（図-２）が実用化されており7)、これを荒川下流の河川

敷等で飲食料品の移動販売サービスとして実現できれば、

これまで飲食料品の購入が不便であった河川空間利用者に

とって、利便性が格段に向上することが期待できる。 

 また、自動運転車による移動販売が実現できれば、将来

的な自動車の自動運転技術の進展に伴い河川の維持管理や

災害時の資材運搬などでの自動運転車の活用も期待でき

る。 

 

 

 

 

 

 

図-２ 中国の自動運転車による朝食販売サービス 

５．荒川下流での適用方策の検討 

 

ここでは上記テーマのうち２テーマの展開について紹

介する。しかし、現在（論文提出時）、動き始めたばかり

であるため、スキルアップセミナー発表時にはその後の

展開まで報告したい。 

(1)荒川環境保全・流域治水ファンドの設立 

荒川下流域でのファンドの設立について、東京都信用金

庫協会より、ファンドのコンセプトと地域金融機関の役割

を明確に示して貰えば説明を受けるとの反応があった。こ

のため、荒川下流域におけるファンドの具体化に向けて、

その対象、選考基準、及びその仕組み等について検討した。 

ａ）ファンドによる助成対象・選定基準 

ファンドの助成対象は「荒川下流域で活動するSDGｓ

に寄与する企業・団体」とし、その選定基準（活動内

容）は、 SDGｓにおける「流域治水や環境保全活動」に

関する活動とし、「国土交通省環境行動計画」（2021.12）

の施策と整合を図った以下の活動を想定した。 

 ・流域治水に繋がる防災・減災活動 

・水辺の賑わい創出に向けた取り組み 

・水と緑のネットワーク形成によるまちづくり 

・地域環境特性に配慮した緑化、外来種駆除の取

り組み 

・環境に関する体験学習・環境教育 
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ｂ）ファンド運営の枠組み・役割 

ファンドを設立した後は「寄付金資募集・助成公募」

「助成活動選定」「助成金提供」「環境保全活動実施」「活

動評価・運営改善」という年サイクルで運営していくこ

ととする（図-３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図-３ 基金運営の枠組み（案） 

 

運営の役割として、ファンドの管理・運営は、地域金融

機関が行うことを予定しているが、助成活動の選定には

公平性を担保することと、地域への貢献する活動への助

成とすべきとの観点から関係自治体にも参加していただ

き（協議会組織を設立）、地域との合意形成を図った上で

の助成活動選定を行うこととする（表-１）。 

表-１ ファンドの役割分担（案） 

 

 

 

 

 

 

(2)荒川下流での自動運転車によるサービス 

自動運転による移動販売サービスついては、「官民 ITS

構想ロードマップ（内閣官房IT総合戦略室）」に照らすと

「地域限定での無人自動運転移動（配送）サービス」に該

当し、本項目は、2020年度までの「開発・実証」段階を終

え、既に「サービス実現段階」に入っている。このため、

国内でも各地で自動運転車の実証実験が既になされてい

ることから、今後、車両メーカーや収益事業として無人自

動運転移動（配送）サービスを行おうとしている企業等に

サウンディング調査を行った上で荒川下流域の河川空間

での自動運転車による移動販売サービスの実現を目指し

ていく。 

今後の展開としては、荒川下流の河川空間にて自動運転

車の安全性検証や移動販売サービスの収益性を検証する

実証実験・社会実験を行いつつ河川空間での移動販売サー

ビスを実現する場についての「都市・地域再生等利用区域」

の指定、及び「かわまちづくり」「ミズベリング」と連動し

たした沿川自治体及び民間企業等との連携強化を進めて

いく。具体的には、荒川下流河川事務所所在地の東京都北

区、または2021 年に新規「かわまちづくり」に登録され

た東京都板橋区での展開を考えている。 

６．おわりに 

今回検討したグリーンインフラ及びＤＸ方策について

は、2022 年度より関係機関等と連携しながら，早期の実

装・実現を目指し、グリーンインフラ及び流域治水のさら

なる促進と民間を含むパートナーシップの強化及び水平

展開を図っていく。この取り組みは、SDGsの「3.すべての

人に健康と福祉を」「11.住み続けられるまちづくりを」「13.

気候変動に具体的な対策を」「15.陸の豊かさも守ろう」と

いった目標の達成につながるものであり、河川行政のみで

は達成しづらい目標も官民連携のパートナーシップによ

り目標達成を目指していきたい。 

 また、この取り組みを国内外に広く知って貰うため、英

語版含む広報資料によるＰＲ行う。４月に熊本で開催され

る「第4回アジア・太平洋水サミット」において報告（予

定）する。また、筆者は持続可能な展開のために一番大事

なことは「意識改革」と考えおり、自分自身も含め国土交

通省職員への意識改革（広報）にも力を入れていくことを

考えている。今回のスキルアップセミナー発表は、その役

割も担っていると考えている。 
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